
2025.8.1（金） 11:00～12:00
九州地方整備局

【参加者のみなさまへのお願い】
参加される際は、カメラはオフ、マイクはミュートでお願いします。

令和７年度

NETIS説明会（工事担当者向け）



本日の内容
1.はじめに

2.新技術活用スキームの概要

3.直轄工事での活用 原則義務化

4.NETIS技術の活用状況

5.その他
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本日の説明会は工事発注担当、監督職員及び監督支援員の方を対象に新技術の

概要、原則義務化、活用の流れ、活用状況について説明します。

NETISホームページ等参考に作成していますので詳細は以下のNETISホーム

ページの各マニュアル等を確認ください。事務所職員はイントラKYUTISにも

掲載がありますので合わせてご確認ください。

NETIS (mlit.go.jp)
https://www.netis.mlit.go.jp/internalnetis/pubhelp/pubhelp

新技術ポータルサイト KYUTIS｜九州技術事務所
http://10.29.8.86/kyutis/new_tec_potral/index.html

はじめに 2



本日の内容
1.はじめに

2.新技術活用スキームの概要

3.直轄工事での活用 原則義務化

4.NETIS技術の活用状況

5.その他
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公共工事の課題である、コスト・工程の縮減や、品質・安全の
確保、環境の保全等を解決するための優れた技術。

公共工事等の品質の確保に貢献し、良質な社会資本の整備を通じて
●豊かな国民生活の実現およびその安全の確保
●環境の保全と良好な環境の創出
●自立的で個性豊かな地域社会の形成等に寄与

するものです。

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において
積極的に活用していくことが重要です。

公共工事における新技術とは

公共工事に関する優れた技術は

優れた技術を持続的に創出していくためには

この目的を達成する仕組みが「新技術活用スキーム」です

公共工事における新技術と目的 4



新技術活用スキーム

評価会議による効果を公表し、改
善点を通知することで、開発・改
良が促進される。

【開発者】

【発注者・受注者】

NETIS

新技術の
活用促進

導入効果の
検証・評価

新技術の
開発・改良

登録

評価の公表

活用技術の情報提供
公共工事等

開発者

産学官の
評価会議 発注者・受注者

・課題、改善点の把握
・ニーズの把握

情報活用

・コスト縮減
・工期短縮、品質向上など

技術の改善等により新たな技術が開発・
改良され、公共工事での活用が促進され
る。

現場での新技術活用後に、発注者・受注者
が効果を確認し、新技術の評価が実施される。

【評価会議】

・活用効果調査表に基づき
新技術の評価を実施

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用
していくためのものです。
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NETIS（New Technology Information System）：新技術情報提供システム

NETISは、公共工事等で活用する新技術をまとめたデータベースです。

国土交通省が新技術に関わる情報を一般に提供し、新技術の活用を促進する目的で

運用しています。

平成１０年よりシステムが構築され、平成１３年度よりインターネットで一般に公

開、平成１８年度より本格運用を開始し、数回の改定を経て今のシステムになって

います。

公共工事や業務で活用できる様々な技術（工法・材料・機械・製品・システム等）

が掲載されています。（R7.7月現在 3700件）

NETISとは？ 6



新技術データベース『NETIS』の登録から事後評価までの流れ

実

用

化

開 発 者 （申請者）

●技術開発
の改良

●技術の開発

▸ 試行申請型 ⇒  申請者（技術開発者）から申請により活用▸ フィールド提供型 ⇒  ニーズがあった新技術を民間から募集し活用▸ テーマ設定（技術公募） ⇒ 技術募集テーマ等に基づき新技術を民間から募集し活用

技術改善のヒント
▼

技術の
スパイラルアップ

活
用
効
果
調
査
５
件
以
上
蓄
積公共工事等に関する、実用化

された技術を申請、登録

ＮＥＴＩＳ
（申請情報）

登 録
直轄工事、業務等において、
施工条件に適した新技術を
活用

技術の成立性や活用効果
などを総合的に評価

事 後 評 価

（R7年7月現在）

約3,700 件
登録

（評価会議）

▸ 推奨技術▸ 準推奨技術▸ 評価促進技術▸ 活用促進技術

申
請

（技術事務所） 活 用 （発注者、受注者）

登 録

ＮＥＴＩＳ
（評価情報）

約900 件登録

有用な新技術に指定

公共工事 等に お ける新技 術活用 スキーム

Web上で情報提供（公開）
https://www.netis.mlit.go.jp

『ＮＥＴＩＳ』

評価情報を掲載

検 索

評価結果をフィードバック

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活
用・評価し、技術開発を促進していくためのスキーム（平成13年度より運用）

新技術を活用する 5 つの方式

従来技術に比べて
優位性の高い技術

ＮＥＴＩＳ    の掲載期間

▸ 申請情報【 -A 】 ⇒ 10年

▸ 評価情報【-VE・-VR】 ⇒ 10年

▸ 推奨技術もしくは

準推奨技術 ⇒ 15年

推 進 会 議

一般公開にて登録技術の活用促進

登 録
推 薦

■一般的な活用方式

▸ 発注者指定型 ⇒ 発注者の指定により活用▸ 施工者選定型 ⇒ 受注者らの提案に基づき活用

■新技術の活用を促す取組
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新技術活用スキームにおける新技術の定義

新技術活用スキームにおける『新技術』の定義

技術の成立性が技術を開発した民間事業者等により実験等の方法で確認されており、
実用化している公共工事等に関する技術であって、当該技術の適用範囲において
従来技術に比べ活用の効果が同程度以上の技術又は同程度以上と見込まれる技術。

論理的な根拠があり、技術的な事項に係る性能、機能等が当該技術の
目的や国が定める基準等を満足すること

利用者の求めに応じて当該技術を提供可能な状態にあるもの

技術的事項及び経済性の事項のうち、一部の事項は従来技術より優れ
ているかまたは劣っているが、総合的な効果では従来技術と同一の度
合いであると判定すること

技術の成立性

実用化

従来技術に比べ
活用効果が同程度以上

従来技術 公共工事において標準的に使用される技術等
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公共工事等に関する優れた技術は、良質な社会資本整備の促進に寄与します。

新技術の活用によって、発注者、施工者、開発者に以下の効果が期待されます。

発

注

者

コスト縮減を踏まえた
工事発注、調査設計業務発注

事業のスピードアップ

適切な品質確保

維持管理の効率化など

工事効率化等による工期短縮

適切な管理による品質確保

省エネルギー、省資源化

総合評価方式、工事成績評定
の加点対象など

施

工

者

開

発

者

開発技術の活用・評価

工事における活用機会増加

技術開発のスパイラルアップなど

新技術活用における期待される効果 9



ＮＥＴＩＳ掲載技術は、登録番号によって管理されています。どの地域でどの時期に登録さ
れた技術なのか、その技術の評価状況が表示されています。

登録当初は全て「-A」であり、活用した実績により事後評価を行い、その結果によって
「-VR」「-VE」となります。NETISに登録されている新技術は、登録番号によって管理され
ています。

HK
TH
HR
KT
CB
KK
CG
SK
QS
OK

HOKKAIDOU
-A

-V R

-V E

-Ａは 、application（申請）
-ＶＲは、value re （再評価）
-ＶＥは、value end （評価終了）

QS － ２5 ０００１ － A
登録地方整備局

の記号
登録年度
（西暦）

年度毎の
登録番号

情報種別
記号

:  北海道
:  東 北
:  北 陸
:  関 東
:  中 部
:  近 畿
:  中 国
:  四 国
:  九 州
:  沖 縄

：未評価の技術（評価情報が未掲載の技術）

：評価の結果、継続調査等の対象とする技術

：評価の結果、継続調査等の対象としない技術

3桁目に「K」がついているものは、
「港湾NETIS」の登録技術 例：QSK、KTK

QYUSHU

NETIS登録番号 10



令和５年４月１日から掲載期間が変更されNETISへの掲載期限が、当初に登録した
日の翌年度の４月１日から起算して１０年を経過した日までとなります。

「推奨技術」「準推奨技術」に選定された場合の掲載期限は、当初に登録した日の
翌年度の４月１日から起算して１５年を経過した日までとなります。

-VE
の付与

掲載期間の原則

掲載期間 10 年

事後評価を実施された場合(推奨技術等除く)

-VR・-VE
の付与

事後評価
を実施

推奨・準推奨技術に選定された場合

推奨・準推奨
技術に選定

事後評価
を実施

活用促進技術
【本省】スキーム検討会議で選定

▼掲載開始（登録した日の翌年度の４月１日から）

-Ａの技術

-VR・-VE
の技術

-VEで推奨技術
に選定の場合

掲載期間 10 年

掲載期間 15 年

▼掲載終了

【地方整備局】評価会議で選定

【地方整備局】評価会議で選定

推薦

11NETISの掲載期間



事後評価において、優れていると判断された新技術は、有用な新技術として
選定されます。

新技術活用スキーム検討会議（国土交通省本省）

・公共工事等に関する技術の水準を一層高めるために選定された画期的
な新技術

推 奨 技 術

・上記の推奨技術と位置づけるためには更なる発展を期待する部分が
ある新技術準 推 奨 技 術

・総合的に活用の効果が優れている技術
・特定の性能又は機能が特に優れている技術
・特定の地域のみで普及しており、全国に普及することが有益と判断

される技術
・その他評価会議が選考し指定する技術

活用促進技術

新技術活用評価会議（地方整備局）が選考し指定

推薦

※平成26年4月1日より、従来の「活用促進技術」「設計比較対象技術」「少実績優良技術」を「活用促進技術」に統合

有用な新技術 12



総合評価落札方式で新技術の提案をすることにより加点の対象となる場合が

あります。

総合評価落札方式における入札契約手続き（オプション項目）

NETIS登録の新技術の活用等を行う提案

加点の対象となる場合がある

総合評価落札方式における新技術の提案 13



直轄工事ではNETISに登録された新技術は、下記の５つの活用型式で活用されますが、
特に活用の多い「活用の型」は、『発注者指定型』と『施工者選定型』になります。

【活用例】施工の主体となる技術が多く活用
されています。

【活用例】

・地盤改良工
・ボックスカルバート工
・グランドアンカー工
・河川護岸工
・橋梁耐震補強工
・機械設備
・橋梁補修補強工 など

・UAV等による3次元測量
・仮設ハウス
・仮設トイレ
・情報共有システム
・ICT建設機械
・安全灯、照明灯
・工事看板
・ｺﾝｸﾘｰﾄの品質向上技術 など

発注者指定型 施工者選定型
現場ニーズなどにより、必要となる
新技術を設計段階で検討し、発注者
が指定して活用するタイプ

施工者（受注者）からの提案に
基づき、工事内容に適した新技
術を選定して活用するタイプ

新技術の活用の型について

■一般的な活用方式▸ 発注者指定型⇒ 発注者の指定により活用▸ 施工者選定型⇒ 施工者らの提案に基づき活用

■新技術の活用を促す取組▸ 試行申請型 ⇒  申請者（技術開発者）から申請により活用▸ フィールド提供型 ⇒  ニーズがあった新技術を民間から募集し活用▸ テーマ設定（技術公募）⇒ 技術募集テーマ等に基づき新技術を民間から募集し活用
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本日の内容
15

1.はじめに

2.新技術活用スキームの概要

3.直轄工事での活用 原則義務化

4.NETIS技術の活用状況

5.その他



原則義務化対象工事

R５年度以降は全工事が対象
※NETIS登録技術が対象

令和5年4月1日以降公告工事対象

※土木営繕工事も対象

関東地方整備局HPより 一部加筆

16



原則義務化対象工事 ※ICT活用工事 BIM/CIM活用工事が削除されています ICT BIM/CIM活用した場合も新技術を活用する必要があります

※NETIS登録技術が対象

17



原則義務化対象工事

【発注者指定型】
施工計画書に記載し提出
新技術活用計画書を提出

【施工者選定型】
新技術を原則１つ以上選定して活用
施工計画書に記載し提出
新技術活用計画書を提出

【対象工事】
直轄土木工事（港湾空港関係工事、官庁営繕工事 は除く）

【適用期間】
令和5年4月１日以降に入札公告を行う工事に適用

18



原則義務化対象工事

発注者指定型（選択肢提示型）
九州では当面の間運用しない

19



原則義務化対象工事 20



請負工事成績評定要領の運用の一部改正について 21



新技術活用時の登録の手順と確認

・概略設計又は予備設計における比較案の提案、評価及び検討
・詳細設計における工法等の選定

有用な新技術・新工法を積極的に活用するための検討

発注者指定型施工者選定型

工法比較
データベース

新技術活用計画書登録
「-A、-VR、-VE」

実施報告書・活用効果調査表登録「-A、-VR」

発注審査会

活用前 登録

活用後 登録

歩掛支援

工事成績評定
主任 創意工夫 加点

評定委員会

活用効果調査表 「-A、-VR」

（総合評価落札方式における
技術提案の場合）

（請負契約締結後提案の場合）

設計段階

工事段階

工事発注

ID PW申請

工事発注

施工計画書記載

工事毎

設計変更審査会変更で
新技術
活用の場合

確認ポイント

22



活用効果調査表等はＮＥＴＩＳのシステムから作成します。

NETIS
（Web）

受注者 発注者 技術事務所

計画書
活用効果調査表
実施報告書作成・登録

活用計画書
活用効果調査表
実施報告書確認

活用効果調査表
作成・登録

登録・訂正登録・訂正

NETISのトップページから、
「活用効果調査表/活用計画書」タブを選択

WEB活用効果調査表の「作成」を選択

「ログインIDパスワードを新規登録」を選択

ログインIDパスワードは
工事ごとに申請が必要です。
以前登録したIDパスワードは
新たに受注した工事では、

使用できません。

活用効果調査表等の作成 23



※システム画面は、一部簡略化しています。

新技術(活用前） 新技術(活用後）

■活用計画書 ■実施報告書
■活用効果調査表

活用効果調査表等の構成

活用効果調査表は、新技術活用計画書、実施報告書、活用効果調査表（発注者用、施工者用）

で構成されており、新技術活用前に活用計画書、活用後に実施報告書、活用効果調査表を作成してください。

  新技術の活用理由

  活用技術、工事概要等

 施工概要等  従来技術と比較し、
活用の効果を評価

新技術活用計画書 実施報告書 活用効果調査表

VEの場合は計画書のタブのみ表示されます。

24



活用効果調査表等の登録

「活用計画書」は、活用する全ての新技術において、作成が必要です。
新技術活用決定後、速やかに作成し、必ず活用前までに登録してください。

新技術活用計画書

実施報告書、活用効果調査表は新技術を活用後、速やかに作成し登録してください。
-VE技術は、実施報告書、活用効果調査表の作成が不要です。
技術提案時すでに、掲載期間終了技術は、活用効果調査表等の作成が不要です。

実施報告書・活用効果調査表

■活用が中止になった場合はシステムから削除の上、九州技術事務所に報告してください！

E-mail ： qsr-kyugi-netis@ki.mlit.go.jp

25



施工期間内に-VE評価となった場合の取り扱いについて

報告書
調査表

計画書 活用
報告書
調査表

要

計画書
報告書
調査表

要

計画書 活用
報告書
調査表

要

計画書 活用
報告書
調査表

不要  NETIS活用効果評価結果

① ② ③【A、VR】の場合
 活用効果が相当程度 発注者による活用効果調査表の総合評価点が4.5以上
 活用効果が一定程度 発注者による活用効果調査表の総合評価点が3.5以上～4.5未満

④【VE】の場合
 活用効果が相当程度 NETIS活用効果評価結果の総合評価点が4.5以上
 活用効果が一定程度 NETIS活用効果評価結果の総合評価点が3.5以上～4.5未満

④

-A、-VRから-VE評価となった場合の取り扱いについて
-VE評価日

 活用効果調査表

工事成績の加点における
評価対象

-VE-A、-VR

①

②

③

活用

情報種別記号は活用計画書登録時点以降で変わることがあります。
継続調査等の対象としない技術「-VE」に変わった場合も活用計画書
作成時点での情報種別での実施報告書、活用効果調査表の作成が必要
となっています。
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活用効果調査表等の実施フロー
調査者（受注者） 調査者（発注者） 九州技術事務所

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ受領

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ
の発行

新技術活用
計画書

計画書「記入完了」に

実施報告書、活用効果調査表
（施工者用）作成・登録

実施報告書「記入完了」に
活用効果調査表 「記入完了」に NETIS登録

調査表 「記入完了」に

1工事毎に申請する

修正あり 修正なし

修正あり

修正なし

「活用等の型」を忘れずに選択

実施報告書
活用効果調

査表
（-A・-VRの

み）

「活用等の型」を忘れずに選択
計画書「記入完了」に

登録

修正あり 修正なし

【
発
注
者
指
定
型
】

【
施
工
者
選
定
型
】

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

【-VEについて】
実施報告書、活用効果調査表の作成・登録は不要です。

【活用前】

【活用後】

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

-VEの場合

-VEの場合

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ申請情報確認

計画書確認・登録

修正依頼受領

記入内容確認

記入内容確認

NETIS登録

調査表（発注者用）作成・登録

修正依頼

登録

修正依頼受領

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ申請

計画書作成・登録

修正依頼

記入内容確認

修正依頼修正依頼受領

計画書作成・一時保存

計画書確認

通知
（自動メール）

連絡
（口頭等）

通知
（自動メール）

通知
（自動メール）

※ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞは、
発注者からでも申請できます。

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ承認、発行

受注者記入内容確認

27

通知
（自動メール）



活用等の型の選択のポイント

活用等の型は、「施工者選定型（総合評価技術提案）（契約後提案） 「発注者指定型」の場合が

ほとんどです。間違えないように注意してください。

【活用前】新技術活用計画書の作成 28

活用の型は赤枠が主



比較する従来技術と
比べて判断し、優劣など
の評価を必ず、
クリックして選択

（例）
ベースマシンがバックホウタイプで
小型であることから、機械経費・人
件費が安価となり、仮設足場材（敷
鉄板）に要する費用が減少し、施工
日数が短縮できたという理由で非常
に優れている。

該当する項目をチェック
該当項目がなければチェックは不要です。

❶
❷

❸

監督職員とテキストで
やりとりする場合に使用

評価項目のチェックポイント
①効果調査（優れる、同等、劣る）
②優れていた点、劣っていた点
③①②とした理由のコメント

【活用効果調査表】の総合的所見との記載
【活用計画書】の活用理由の記載

記入漏れや評価に矛盾がないよう発注者は
必ずチェックしてください。
また、施工者の評価と発注者の評価が大き
く異なることがないよう評価に当たっては
施工者と発注者の間で十分調整を図ってく
ださい。

所見として、
【効果調査】、【優れていた点】あるいは
【劣っていた点】の理由を必ず記入。

【活用後】「-A・-VR」 活用効果調査表の作成 29



【活用後】「A・VR」 活用効果調査表の作成（間違い例） 30

優れていた点、劣っていた点の同じ内容に
チェックがあります。内容から優れていた点の
チェックが不備となっている。

効果調査、コメントは同等。内容から優れてい
た点のチェックが不備となっている。

コメント、効果の視点は優れている。効果調査
は同等。内容から効果調査が不備となっている。

効果調査は同等。コメントは該当しないとなっ
ていますが、効果調査が同等であればコメント
も同等としてください。

評価において従来技術と比較するため、基本は該当しない評価項目ではなく必ず評価を行ってください。

①

②

③

④



活用効果調査表等の登録完了について

活用計画書、実施報告書、活用効果調査表のすべての項目を不備がない状態で入力し、
登録ボタンを押すと、このような登録完了のお知らせが表示されます。
登録が完了すると、監督職員に「【NETIS】活用効果調査表確認依頼完了のお知ら
せ」のメールが届きます。
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活用効果調査表の６項目の特徴 32

経済性 ： 当該現場で要した直接工事費で比較を行います。

技術特性に応じて間接工事費を含む比較も行います。

工 程 ： 当該現場で要した施工期間で比較を行います。

技術特性に応じて準備期間などを含む比較も行います。

品質・出来形 ： 目的物の品質や出来形について比較を行います。

（性能および耐久性、現場での管理項目など）

安全性 ： 当該現場施工中の作業上における比較を行います。

施工後の目的物の安全性（性能など）は含みません。

施工性 ： 当該現場施工中の作業上における比較を行います。

環 境 ： 当該現場施工中の作業上における比較を行います。

活用効果調査６項目の全てについて評価します。

活用効果調査表記載にあたっての主な留意点

活用効果調査表の視点は、工事目的物のための施工技術（工法）を基本としたものです。

活用する技術が、工事看板類（任意仮設）やソフトウェア（施工管理システム）等の場合で、

工事目的物に直接影響を与えない技術の場合は、活用技術に応じて柔軟に調査を行います。



1.NETISの原則義務化
・直轄工事においては、原則1技術以上の新技術を活用しなければならない。

2.ID、パスワードの申請
・活用効果調査表作成のIDとパスワードは1工事毎に申請が必要です。紛失しないよう保管を！

3.活用計画書、実施報告書および活用効果調査表の作成について
3-1.保存について

・120分でタイムアウトするため一時保存を行ってください。

3-2.計画書の作成について （活用前）
・活用等の型を忘れずに選択してください。
・計画書を作成し、「記入完了」に して登録してください。

3-3. 「-A」「-VR」技術について （活用後）
・実施報告書を作成し「記入完了」に してください。
・すべての項目のコメントを記入してください。（当該技術に関連しない場合も）
・活用効果調査表を作成し 「記入完了」に して登録してください。

3-4. 「-VE」技術について （活用後）
・実施報告書、活用効果調査表の作成・登録は不要です。

NETISシステム留意点 33



①発注審査会での施工条件確認シート確認（発注者指定型）
施工条件確認シートの

その他 新技術活用の有無で
新技術・新工法・特許工法を指定する場合は、その内容を記載

発注者指定型 施工条件確認シートによる確認

発注者指定型は発注審査会で確認

工事の適正執行のための勘所（ver.1.0）～参考資料～令和5年12月より 一部抜粋

34



土木工事施工条件明示の手引き（ver2.0）令和5年12月より 一部加筆

その他
７．新技術・新工法・特許工法を指定する場合は、その内容

発注者指定型 施工条件確認シートによる確認

施工条件確認シートで新技術活用確認

35



「新技術活用」に関する工事成績の加点評価

令和６年度以降に入札公告を行った工事
３項目 最大２点加点

（-A) （-VR、-VE)

（-A) （-VR、-VE)

36

（-VR、-VE)

令和7年度 成績評定要領の運用の一部改訂



新技術活用による効果の程度の判断基準

-A、-VR
発注者による活用効果調査結果の
総合評価点で判断

-VE 
NETIS活用効果調査結果の
総合評価点で判断

総合評価点は研修テキストで参照ください 37

令和7年度 工事監督・検査（監督職員等）研修テキスト 九州地方整備局 企画部より



新技術活用による効果の程度の判断基準 総合評価点は研修テキストで参照ください 38

令和7年度 工事監督・検査（監督職員等）研修テキスト 九州地方整備局 企画部より

１．新技術登録番号の末尾が「-Aまたは-VR」の場合 発注者による活用効果調査結果

２．新技術登録番号の末尾が「-VE」の場合 NETIS活用効果調査結果



総合評価点算出方法 新技術登録番号の末尾が「-A又は-VR」の場合 39

令和7年度 工事監督・検査（監督職員等）研修テキスト 九州地方整備局 企画部より



総合評価点確認方法 新技術登録番号の末尾が「-VE」の場合

イントラトップページの技術情報のNETIS（内部・外部）の内部
を選択し総合評価点を確認します。

※内部は緑、外部は青

40



総合評価点確認方法 新技術登録番号の末尾が「-VE」の場合

検索キーワードに新技術の名称または登録番号を入力して活用技術を確認

活用効果評価を選択

41



総合評価点確認方法 新技術登録番号の末尾が「-VE」の場合

イントラ版 公開版

イントラ版と公開版があるのでイントラ版で点数確認

42



総合評価点確認方法 新技術登録番号の末尾が「-VE」の場合

イントラ版
総合評価点 項目の平均（点）で判断

43



有用とされる技術の確認

技術の位置付け（有用な新技術）で確認
内部・外部どちらでも確認可能

44



新技術活用時の発注者指定型（工事発注担当者）

□設計段階での新技術採用の確認
設計担当から工事発注担当への申し送り

□発注時点での発注者指定型がある場合
発注審査会で施工条件確認シートによる確認

□設計変更での新技術採用となった場合
設計変更審査会での確認

45



新技術活用時のチェック（工事監督担当）

□原則義務化は全ての工事が対象（※土木営繕も含む）
（港湾空港関連工事、官庁営繕工事以外）

□ＩＤ・ＰＷ申請（受注者） 活用技術決定次第

□施工計画書への記載確認

□新技術活用計画書の登録（-A,-VR,-VE）
実施報告書、活用効果調査表の登録（-A,-VR）

□工事成績評定【新技術活用】創意工夫で加点
活用効果調査表が登録されていることを確認

46



活用効果調査表の作成時（工事監督担当）

□操作マニュアル、コメント事例集等 参照

□受注者、発注者でそれぞれのコメント内容を記入
発注者はコピぺしないように！

□効果調査・コメント・調査の視点チェック項目の整合

□「記入完了」チェック 「登録」クリック

47



本日の内容
1.はじめに

2.新技術活用スキームの概要

3.直轄工事での活用 原則義務化

4.NETIS技術の活用状況

5.その他

48



新技術活用技術数 49
九州地方整備局管内の新技術活用技術数は毎年増加

活用技術は4000件程度を推移
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新技術活用状況（年度別・技術件数）※港湾空港工事を除く

技
術
件
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令和 ６ 年度完成工事の工種別の活用状況は以下のとおりである。
暖冷房衛生設備工事、木造建築工事では、新技術の活用がない状況となっている。

工種別の活用状況（完成工事のみ）

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 98.2% 95.7% 95.2% 94.4%
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工種別の活用状況（港湾空港工事を含まない）

全工種平均91.0%
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令和６年度 活用件数の多い工種分類 51

仮設工 25%

土工 14%

コンクリート
工 11%

共通工
10%

CALS関連技術 9%

道路維持修繕工
6%

電気通信設備
5%

調査試験 3%

港湾・港湾海岸・
空港 2%

舗装工 2%

その他 13%

R6

活用延べ新技術

3,932技術

種 類工 種

仮設ハウス、仮設トイレ、保安用品仮 設 工

出来形計測システム、バックホウ（ICT、低燃費等）土 工

鉄筋防錆剤、打設面養生材コ ン ク リ ー ト 工

情報化施工（建機コントロール・ガイダンス、遠隔臨場システム）共 通 工

情報共有システム、電子黒板、遠隔臨場システムC A L S 関 連 技 術

活用件数
工種ランキング順位

R4R5R6

9431,064980仮設工１

790624544土工２

388416435コンクリート工３

365364413共通工４

141247359CALS関連技術５

241262222道路維持修繕工6

170207181電気通信設備7

119103108調査試験8

9911098港湾・港湾海岸・空港9

16212289舗装工10

534501503その他－
3,9524,0203,932合計

延べ技術数

令和６年度工種ランキング上位５工種（※営繕・港湾空港工事を含まない）



「発注者指定型」として活用された新技術 BEST3

令和６年度 九州地方整備局管内の活用件数の多い新技術（発注者指定型） 54

活用効果評価結果
有用な技術

（令和7年4月現在）
工種副題技術名NETIS登録番号番号

環境施工性安全性品質工程経済性

BBCAAC活用促進共通工
PC鋼材の緊張力により接合する「PC圧着工法」を採用し
た多分割式プレキャストボックスカルバートで多連式カル
バートにも適用できる工法

MaxBox+ (マックスボックス プラ
ス)工法QS-150009-VE1

BBBBBB活用促進道路維持修繕
工

鋼構造物全般の塗替時に、工程短縮や長寿命化が可能にな
る下塗り塗装システムサビバリヤーCB-170003-VE2

事後評価未実施技術橋梁上部工橋梁用ジョイント伸縮ゴム材撤去後、樹脂材で補修する工
法ゴム劣化取替工法QS-180049-A2

BBCBBDR7準推奨
活用促進橋梁上部工狭小部で施工可能な研削材回収型ブラストシステムによる

橋梁伸縮装置止水部の補修工法
リフレッシュジョイント工法(REJ
工法)QS-190028-VE2

CCCBCD道路維持修繕
工橋梁桁端部後付け水切り材ウォーターカッターKK-180012-VE2

事後評価未実施技術河川海岸
陸上機械では届かない水深7mまで浚渫可能、流速2mまで
施工可能、急な増水による退避も迅速、軽微な仮設、機械
はリモコン操作で安全施工、マシンガイダンス施工で高効
率、施工履歴データにより面的に施工管理

ICT施工対応の水陸両用ブルドーザ
工法QS-220011-A2

CBBBAB[活用促進]共通工地中障害物混在地盤においても施工可能な地盤改良
工法

エポコラムTaf工法(地中障害物混
在地盤対応地盤改良工法)QS-180012-VE3

事後評価未実施技術共通工狭隘部にも適用できる河川護岸兼用の山留め式擁壁山留め式擁壁「CSWR工法」QS-220020-A3

従来技術より劣るD従来技術と同等C従来技術より優れるB従来技術より
きわめて優れるA凡例



令和６年度 九州地方整備局管内の活用件数の多い新技術（発注者指定型） 55
技術の概要 （NETIS申請情報）

（１）技術の概要
本技術は、多分割式のプレキャストボックスカルバート工法である。分割製造した部材を組立てて構築する

ため、設計条件に応じて多様な寸法に対応可能で、多連式カルバートにも適用できる工法である。プレキャス

ト化により省人化や工期短縮が期待できる。

（２）比較する従来技術
・現場打ちボックスカルバート

（３）適用条件・適用範囲など
①適用可能な範囲

・内空幅5.0ｍ～9.8ｍ（１断面積当り） ・内空高3.2ｍ～6.7ｍ

（設計上では内空幅は最大11.0ｍ、内空高は最大7.0ｍまで可能）

・土被り高0.5ｍ～3.0ｍ

・多連式の道路ボックスの場合、中壁前後には中央帯など防護スペースば必要
・上記適用範囲以外の場合でも、個別設計により対応可能な場合がある。

②特に効果の高い適用範囲

・工期・時期の制約や周辺状況等により工期短縮を図りたい箇所

・土留めなど仮設工が必要な箇所で、工期短縮によりその費用の縮減が見込まれる箇所

・跨道橋計画箇所で、現場条件等により多連式ボックスカルバートで対応可能な場合

技術名称 ： MaxBox+ (マックスボックス プラス)工法

（共通工 －ボックスカルバート工－ 躯体工 ）

NETIS登録番号：QS-150009-VE



本日の内容
1.はじめに

2.新技術活用スキームの概要

3.直轄工事での活用 原則義務化

4.NETIS技術の活用状況

5.その他
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KYUTISの新技術ポータルサイトには、新技術に関する様々な情報を掲載しています。

以下に、使って欲しいものや便利な資料を紹介します。

KYUTIS（新技術ポータルサイト）の活用について 57



KYUTIS（新技術ポータルサイト）の活用について（工法比較表データベース） 58
工法比較表データベース

新技術を活用する際、設計段階において工法比較検討を行い、採用する技術を選定します。
しかし、特定の工法・工種において複数の類似技術が登録されており、従来工法が統一されて
いないため、特徴（長所、短所）が分かりにくい等が原因で現場での活用が進んでいません。

そこで、「工法比較表」を作成し、工事発注事務所へ情報提供を行っています。

工法比較表データベースの貸与を希望される方は、九州技術事務所のホームページよりメール
申請を行ってください。なお、本データベースの貸与は、九州地方整備局が発注する業務・工
事を対象としています。

・一次選定をサポートするツールです。
現場条件に基づき二次選定を実施し、採用工法を決定してください。

・二次選定における概算工事や施工日数等は、現場条件に合わせて調査してください。

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物補修工
147技術※

表面含浸工法
断面修復工法
ひび割れ補修工法
表面被覆工法
電気防食工法

軟弱地盤処理工
101技術※

機械撹拌工法
高圧噴射撹拌工法
表層混合処理工法
薬液注入工法
残土処理工法

道路舗装工
38技術※

アスファルト舗装工法
舗装版ひび割れ補修工法

擁壁・法面工
55技術※

補強土擁壁工法
大型ブロック積工法
落石防止網設置工法
落石防護柵設置工法

対象工種

入手方法

留意点

※令和7年6月現在



KYUTIS（新技術ポータルサイト）の活用について（工法比較表データベース） 59
工法比較表の検索［出力結果イメージ］（詳細版）

工法比較表データベースは、一次選定サポートするツールであり、工法の条件検索の機能を有し、技
術毎の施工費、施工日数及び各種試験データ等を調査し、工法選定に必要な情報を補完しています。

検索結果（詳細版） ：有用な新技術 ：事後評価済み技術 ：事後評価未実施技術：九州の技術（事後評価未実施技術）背景色の凡例 ：NETIS掲載期間終了技術



KYUTIS（HP）の活用について（工法比較表データベース）NETIS掲載期間終了技術検索システムについて 60
NETIS掲載期間終了技術検索システム

NETIS掲載期間終了技術検索システムは、NETIS掲載期間が終了した技術の検索に特化した
システムとして構築しており、過去の技術情報を有効活用するための支援ツールとして、九州
技術事務所のホームページより申請可能となっています。

工種はNETIS（新技術情報
提供システム）の分類に準
拠しており、レベル1から
レベル4までの階層で絞り
込み検索が可能です。さら
に、キーワードによる検索
にも対応しており、目的の
工種を効率的に見つけるこ
とができます。

※対象となる技術は、NETIS掲
載期間終了技術リストより
「有用な技術」または「活用
状況20件以上」とします。



事務所支援

KYUTIS（HP）の活用について（事務所支援） 61

工事発注事務所へ

新技術の歩掛作成支援

を行っています。



新技術・新工法説明会のご案内

備考住 所開催会場会 場 名説明会
実施日開催地ブロック

佐賀市天神三丁目2-111F【ホール】アバンセ10月30日
（木）佐賀市佐賀

長崎市尾上町3-11F【大会議室】長崎県庁 行政棟11月07日
（金）長崎市長崎

大分市金池南一丁目5番1号3F【大会議室】J:COM ホルトホール大分11月14日
（金）大分市大分

熊本市中央区手取本町8番9号
テトリアくまもとビル10F【パレアホール】くまもと県民交流館 パレア11月21日

（金）熊本市熊本

鹿児島市鴨池新町10番1号2F【講堂】鹿児島県庁11月26日
（水）鹿児島市鹿児島

宮崎市高千穂通1-1-3311F【宮日ホール】宮日会館12月04日
（木）宮崎市宮崎

福岡市博多区東公園7番7号3F【講堂】福岡県庁12月10日
（水）福岡市福岡

「新技術・新工法説明会」を九州７県で実施します。

令和７年度の開催日程

聴講は、興味がある技術だけでも良いので、ぜひ会場に足を運んでください。

（聴講募集は、令和7年9月上旬開始予定）
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NETISに関するお問い合わせは、下記の必要事項を記載して頂き、メー

ルにてお願いします。

問合せ件数が多いため、受付順に返信いたします。

回答まで時間が頂く場合がありますので、ご了承ください。

メールアドレス ： qsr-kyugi-netis@ki.mlit.go.jp

＜メールでの必要事項＞ .

NETIS登録番号、技術名、工事名、発注事務所名

会社名、担当者名、連絡先

質問内容

＜九州技術事務所＞

「新技術」に関するお問い合わせ 64


